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議題１  東京 PCB 処理事業所 

2023年度の処理・設備保全の状況及び今後の処理見通し 

 

 

１．2023年度の処理状況 

２．今後の処理見通し 

３．PCB廃棄物の搬入・搬出・処理 

４．搬出源モニタリング及び敷地境界での測定結果 

５．運転時のトラブルの状況とその対応 

６．作業従事者の労働安全衛生について 

７．ヒヤリハット活動（HHK）の状況と対応 

８．教育・訓練等の実施状況 

９．施設見学の状況 

10．設備保全の 2023年度実施状況と 2024年度予定 
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１．2023年度の処理状況 

2023年度の操業状況については、2月までの実績値に加え、3月の見込み値を示し、2023年

度推定処理量とした。 

水熱分解設備については、コンデンサーや廃 PCB油の減少、廃粉末活性炭の処理量を勘案し、

2023 年度は１基運転を基本に運用している。なお、処理対象量の減少から No.3 系を 2022 年 8

月 1日に休止して 3基から 2基体制へ変更しており、この運用を継続している(2022年度第 2回

東京事業部会(2022.10.31開催)にて承認)。 

No.1系は 2023年度定検点検工事において、反応器内の上部隔壁部の蓋溶接部(隅肉溶接)に亀

裂の存在を確認した。当該部位は、反応器内部の点検の際に上部隔壁にある蓋を脱着するため

に切断及び溶接による接合を毎年繰り返してきた。発生原因は、接合の際の溶接による熱が繰

り返し加わることにより母材の脆化が進み、今年の溶接作業後に亀裂が発生したと推定される

(2023年度第 1回東京事業部会(2023.8.10開催)にて承認)。当該箇所の修繕は 12月 8日に完了

している。 

No.2系は、定期点検後、通常通り立上げ、PCB油及び廃粉末活性炭スラリーの処理を実施中で

あり、計画処理量への影響はない。 

処理実績では、中間処理を完了してマニフェストを返却したものを計上している。 

 

１）変圧器の処理状況 

変圧器については 2022年 8月に 2台を処理した。 

2023年度は計画、実績とも 0台(発見対象無し)の見込みである。 

 

２）コンデンサーの処理状況 

コンデンサーについては、2023年度の当初計画 593台(2022年度の新規登録実績と同じと想

定）を、上期の新規登録実績が想定より少ないことから、第 2次修正計画(2023年 10月 30日

改訂)で 332台に下方修正した。1月末までの今年度実績では、さらに新規登録は減少し、209

台(21台/月)、2月末までの処理台数は 207台にとどまっている。2023年度の想定処理量につ

いては、2024年 3月の処理予定分を登録済みの 22台とし、2月までの処理実績 207台と合わ

せて 229台とした。この結果について図１に示す。 

図１ 2023 年度のコンデンサー処理の月別・累計値(計画と実績比較) 
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３）廃 PCB油の処理状況 

廃 PCB油(リン含有 PCB油を除く。リン含有 PCB油の処理は 2022年度に終了している)の 2023

年度上期の処理実績は 4,957kg であり、そのうち 4,947kg は 1 件の保管事業者にて新規に発見

されたものである。 

下期に 9kg分の処理を行ったことから、2023年度末の推定処理量を 4,966kgとした。 

 

４）廃粉末活性炭の処理状況 

廃粉末活性炭については、当初計画の 21.6tと比較し、19.0tまで減る見込みとなった。こ

れは大阪 PCB処理事業所の事情により搬入量が減ったことによる。 

なお廃粉末活性炭の当所での処理は、2023年度をもって完了する予定である。 

 

２．今後の処理見通し 

操業開始時からの年度ごとの処理状況を表 1に示す。2023年度 2月までの累計進捗率(中間

処理終了ベース)では、変圧器、廃 PCB油は 100％、 コンデンサーは 99.4％となっている。 

１)変圧器の処理見通し 

  変圧器のこれまでの処理実績今後の後の処理計画を図 2に示す。 

2024年度、2025年度の想定値は 0台である。 

２)コンデンサーの処理見通し 

  コンデンサーのこれまでの処理実績及び今後の処理計画を図 3に示す。 

2024年度、2025年度の新規登録は、2023年度と同様に進むものと考え、2022年度 4月から

1月までに計 209台が新規登録されたことを踏まえることで、ひと月当たりの処理台数は約 21

台と想定した。これより 2024年度の処理想定値は、前記の 2023年度の新規登録台数から想定

した 251台に、2023年中に登録が済み 2023年の処理対象となる 12台を加味し 263台とし

た。2025年度については、新規登録台数からの想定値 251台とした。 
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図２ 変圧器の操業時からの処理実績と今後の処理計画 

表１ 操業開始時からの処理状況 
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図３ コンデンサーの操業時からの処理実績と今後の処理計画 
*)2023年度 4～1月の新規登録台数が 209台(約 20.9 台/月)
であったことから、2024年度年間の新規登録想定値は 251

台、合計値は 263 台とした。 

図４ 廃 PCB油の操業時からの処理実績と今後の処理計画 

(リン含有 PCB 油を含む) 
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３）廃 PCB油 

廃 PCB油の処理見通しを表 2、及び図 4に示す。 

JESCO に登録されている PCB 油のうちの約 80%を占めているリン含有 PCB 油の処理について

は、2020年 4月から本格的処理を開始した。 

リン含有 PCB油の処理は 2022年度末までに、スラッジ等を含めたタンク内すべてとなる 282t

の処理(試運転分を含む)が完了した。 

廃 PCB油(リン含有 PCB油を除く)については、当初計画では 2022年度末までに処理対象量の

ほぼすべての処理が完了すると見込み、2023 年度の処理は 10kg としていたが、2023 年度上期

には１ヵ所の事業者から 4,947kgが発見された。このほかにも新規登録があったことから、2023

年度 2月時点での処理見通しは 4,966kgとした。 

廃 PCB油(リン含有 PCB油を除く)について、2024年度、2025年度の処理の計画はない。 

４）廃粉末活性炭 

廃粉末活性炭の処理見通しを表 2 に示す。2015 年度よりスラリー化設備を増設し、同年より

北九州並びに大阪事業所から受入れ・処理を開始した。 

大阪事業所分の廃粉末活性炭について、2023年度予定処理量は、2024年 2月時点での実績を

踏まえ、21.6tから 19.0tに修正した。この結果、大阪事業所からの全処理対象量は、219.9tか

ら 217.3tとなった。なお当所における廃粉末活性炭の処理は、2023年度末にて完了する予定で

ある。 

 

 

 

 

 

表２ 廃 PCB油と廃粉末活性炭の処理見通し 単位 kg 
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３．PCB廃棄物の搬入・搬出・処理  

１）PCB廃棄物搬入車両の状況 

2023 年度 2 月までの月別 PCB 廃棄物搬入車両台数及び大阪 PCB 処理事業所からの廃粉末活性

炭の搬入車両台数を表 3に、北九州 PCB処理事業所からの廃粉末活性炭の搬入を含めた年度別の

搬入車両台数の推移を表 4に示す。 

今年度は定期点検(5 月 15 日～6 月 19 日)中においても、可能な範囲で PCB 廃棄物の受け入れ

を実施した。 

引き続き、関係法令や PCB廃棄物収集・運搬ガイドライン、受入基準に基づく入門許可手続き、

PCB収集運搬計画書による事前の確認、PCB廃棄物の収集運搬時の安全性の高い運搬容器の使用、

運搬中の GPSシステムを利用した監視等により、安全な搬入体制を確保していく。 

 

 

２）二次廃棄物（低濃度汚染物）の搬出実績  

二次廃棄物の搬出状況について、2023 年度 2 月までの実績値を表 5 に、月別搬出実績を表 6、

年度別搬出実績を表 7に示す。 

操業に伴って発生する二次廃棄物(低濃度汚染物)については、東京都ならびに江東区との間で

搬出【月 6台以下、搬出数量は約 30t以下】の運用を取り決めており、その範囲内で対応してい

る。 

表３ 2023 年度 2 月までの PCB廃棄物搬入車両の台数 

表４ 年度別の PCB廃棄物搬入車両の台数の推移 
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表５  二次廃棄物の搬出状況 

表６  二次廃棄物等の月別搬出実績 

表７  二次廃棄物等の年度別搬出実績 
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３）二次廃棄物（高濃度汚染物）の搬出実績 

二次廃棄物(高濃度汚染物)については、2014年 6月の「PCB廃棄物処理基本計画」の変更によ

り東京事業所では処理が困難なものは北海道事業所で処理することとなった。北海道事業所の計

画的処理期限(2024年 3月末)までの高濃度 PCB廃棄物の最大受け入れ量は 160tであるが、2022

年度までは削減目標 100t以下を下回る 76tまでとして進めてきた。 

高濃度二次廃棄物には、過去にドラム缶に収納して保管されているものもあり、これらは内容

物を確認して北海道事業所へ払出対象に仕分けし搬出を実施した。 

2023 年度の北海道事業所への搬出量の計画、見込みとも 16t で、累計では 92t を想定してい

る。 

なお 2023年度の北海道事業所への実際の搬出は、先方の操業計画に基づき、11月から開始し

た。このため 4月から 10月末までの搬出実績はない。 

2023年度 2月までの実績を表 8に、年度別実績を表 9に示す。 

 

 

 

４）二次廃棄物（運転廃棄物及びその処理物）のうち、事業所内処理物の処理実績 

二次廃棄物(運転廃棄物及びその処理物)のうち、事業所内処理物とは、洗浄処理した金属お

よびプラスチックを指す。具体的な処理対象物としては、工事やメンテナンスにより発生した

熱交換機器や配管の工事廃材等である。 

二次廃棄物(運転廃棄物及びその処理物)のうち、金属及びプラスチックについては、東京事

業所において洗浄処理を行い、PCBの付着がない状態で有価物として払い出している。2023年

度 2月までの月別処理実績を表 10に、および年度別処理実績を表 11に示す。 

表８ 高濃度廃棄物の北海道事業所への月別搬出実績 

表９ 高濃度廃棄物の北海道事業所への年度別搬出実績 

表 10 二次廃棄物(運転廃棄物及びその処理物)のうち、事業所内処理物の月別処理実績 
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またこのほか、高濃度廃棄物を洗浄処理、あるいは、加熱処理することで低濃度化し、無害

化処理認定施設へ払出することも進めている。 

 

５）解体撤去物の処理実績 

本年度 5月より、先行解体撤去設備の PCB除去分別作業及び解体撤去工事に伴う解体撤去物が

発生しているが、その主体はタンク、配管、バルブ・計器類、ポンプ類等である。これらのうち

構成材料の構造や材質により、高濃度 PCB付着部分の除去分別が困難なものは、洗浄処理又は加

熱処理を行う。配管等は洗浄処理により卒業判定で合格を確認して有価物として払い出す。複雑

な複合体で含侵する構造については、加熱処理後に PCB濃度測定を行い、低濃度判定を確認した

上で無害化処理認定施設へ払い出した。また、ユーティリティの内部流体が非 PCBの配管や機器

類は、PCBの付着がないこと(該当性判断基準以下)を確認した上で有価物として払い出した。ま

た低濃度汚染を確認したタンク類・機器類は、有姿状態で払出できるものは養生シートで二重に

包装し、また運搬容器へ収納可能なものは密閉し無害化処理認定施設へ払い出した。 

解体撤去物のうち低濃度汚染物について、2023年度 2月までの搬出実績値を表 12に、月別処

理実績を表 13に、洗浄処理物について月別処理実績を表 14に示す。 

解体廃棄物(低濃度汚染物)の搬出については、初回搬出前に東京都、江東区と協議し、あら

かじめ安全な運搬についてご理解を得た上で進めている。なおこれらの払出しに際しては、二

次廃棄物の運用枠である、【月 6台以下、搬出数量は約 30t以下】の外枠で実施している。 

またこれら解体撤去物の払出し数量についても、東京都、江東区への定例月次報告書におい

て、二次廃棄物の実績とあわせ報告している。 

表 11 二次廃棄物(運転廃棄物及びその処理物)のうち、事業所内処理物の年度別処理実績 
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表 12 解体廃棄物(低濃度汚染物)の処理状況 

表 13 解体廃棄物(低濃度汚染物)の月別処理実績 

表 14 解体廃棄物(事業所内処理物)の月別処理実績 
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N

建屋

敷地境界大気質及び雨水排水枡の測定位

枡No.6

枡No.11枡No.3

※敷地中心から

の方位は南西

※敷地中心から

の方位は北東

 

４．排出源モニタリング及び敷地境界での測定結果 

施設からの排気・換気や排水及び敷地境界の大気や雨水については定期的に測定を行い、処

理状況とともに、東京都及び江東区へ毎月報告している。 

敷地境界の大気質及び雨水排水の測定位置は図 5のとおりである。 

概要は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 敷地境界大気質及び雨水排水枡の測定位置 
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１）排気・換気 

2023年度の排気・換気の測定結果を表 15に示す。 

全て環境保全協定値を下回り、良好な状態を維持している。 

 

 

２）排水 

2023年度の排水の測定結果を表 16に示す。 

全て環境保全協定を下回り、良好な状態を維持している。 

 

 

表 16 排水の測定結果（2023 年度） 

表 15 排気・換気の測定結果（2023 年度） 
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３）敷地境界の大気質 

敷地境界の大気質 PCB濃度に関し、直近 4回の測定結果を表 17に示す。 

全て定量下限値(0.00005mg/m3)未満で、管理指標としている暫定濃度を下回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

敷地境界の大気質 DXNs濃度に関し、直近 4回分の測定結果を表 18に示す。直近 4季平均値

は、管理指標としている年間平均値で評価する環境基準値(0.6pg-TEQ/ⅿ3)以下であった。 

 

敷地境界大気質 DXNs濃度の推移を図 6に示す。 

外部からの影響(夏場の風向に起因)のため測定値が突出する場合があり、2019年 7月の北

西端 1.9pg-TEQ/m3の高値出現以降も、南風が主風向となる夏に濃度が高い傾向は継続してい

る。対策としては、覆いの設置、及び清掃等を実施するのとともに、引き続き傾向を注視し

ていく。 

 図 6 敷地境界の大気測定結果の推移（DXNｓ） 

表 17 敷地境界の大気測定結果（PCB）(2023 年度) 

表 18 敷地境界の大気測定結果（DXNs）(2023 年度) 

外部からの影響(夏場の風

向に起因)のため、測定値

が突出する場合がある。 

対策としては、覆いの設

置、及び清掃等を実施し

ている。 
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４）雨水 

2023年 8月と 10月、及び 2024年 1月測定の雨水中 PCBと DXNs濃度を表 19に示す。いず

れも自主管理目標値(環境保全協定値)を下回っていた。 

また、雨水の DXNsのこれまでの濃度推移を図 7に示す。 

外部からの影響(夏場の風向に起因)のため、測定値が突出する場合がある。対策として

は、清掃等を実施するのとともに、引き続き傾向を注視していく。 

  

 

５．運転時のトラブルの状況とその対応 

標準作業手順書の遵守、巡視点検による不具合の予兆管理と適切な設備保全等を徹底し、ま

た東京事業所のトラブル事例研修等の教育、他事業所トラブルの水平展開等を着実に実施した

結果、2023年度 2月までに運転時のトラブルの発生はなかった。 

図 7 雨水ダイオキシン測定結果の推移 

表 19 雨水の PCB と DXNｓの測定結果(2023 年度) 

外部からの影響(夏場の風

向に起因)のため、測定値

が突出する場合がある。 

対策としては、清掃等を

実施している。 
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なお No.1反応器では、先にも記載した通り、2023年度の定期点検において、反応器内の上

部隔壁部の蓋溶接部(隅肉溶接)に亀裂の存在を確認した(2023年度第 1回東京事業部会

(2023.8.10開催)にて報告済み)。当該箇所の修繕は 12月 8日に完了した。 

 

６．作業従事者の労働安全衛生について 

１）作業環境の測定結果  

毎年 2回(1月及び 8月頃)、法定の作業環境測定を外部分析機関に委託して実施していた。 

法定測定は、「除染室」とコア解体室の 2箇所の作業場の計 3箇所について行っていたが、2023

年度上期は当該箇所を含めコア解体室全体で対象となる廃棄物がなかったことから、作業環境

測定を実施していない。 

またコンデンサーについては、2022 年度下期より除染室にて解体作業を行っている。このた

め実質的にコンデンサー解体室は使用していないことから、作業環境測定を実施していない。 

なお「除染室」については第 1管理区分を継続し、良好な状態を維持している。 

作業環境改善については、従来 JESCO 及び運転会社協同のワーキンググループによる取り組

みを継続してきた経緯がある。 

今後も解体撤去作業に臨むにあたり、作業場の清掃の徹底、定期的な床面のポリッシャー掛け

などを通じて、作業環境濃度の低減に努めていく。 

２）血液中 PCB濃度の測定に基づく作業者の健康管理 

(1)血液中 PCB濃度の管理 

東京事業所では、運転委託会社の作業従事者の全員を対象に毎年１回 8月の定期健診で血液

中 PCB 濃度測定を行っており、基準値 25ng/g-血液に対し、自主管理目標値を 10ng/g-血液以

下に定め(2016年 5月制定)、全作業従事者の目標達成に向けて取り組んでいる。 

具体的には保護具の除染、作業着の小まめな取り換え、手洗い等の基本的な PCB暴露防止対

策の徹底に関する教育及び指導を繰り返し行っている。また適宜、保護マスクの PCB汚染検査

(拭き取り試験)を行い、除染が不十分な作業従事者には個別指導を行うなど、きめ細かな管理

を行っている。 

自主管理目標値 10ng/g-血液を超過した場合には、配置換え及び作業制限により、PCB 暴露

のない作業に従事させ、血液中 PCB濃度測定を毎年 8月の定期測定の他に、2月にも実施して

経過観察を行っており、血液中 PCB濃度管理は概ね適切に行われていると考えられる。 

 (2)血液中 PCB濃度の測定結果 

2023 年 8 月の定期健診では、作業従事者 84 名全員を対象に血液中 PCB 濃度測定を行った。 

2022 年 8 月の結果と比較すると、比較可能な対象者は 84 名で、その内、横ばい者(年変動

±1.0ng/g-血液未満)及び減少者は 80名(95.2%)であった。 

増加者は 4 名(4.8%)であったが、10ng/g-血液よりも十分低い値であり、問題はないと考え

る。 
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(3)自主管理目標値超過者への対応 

2022 年 2 月の測定における自主管理目標値(10ng/g-血液以下)の超過者は、経過観察中の    

1名であり、その際の測定値は 16.20ng/g-血液であったが、同年 8月の定期健康診断では 8.91 

ng/g-血液、2023 年 2 月の血液中 PCB 濃度測定では 9.97ng/g-血液、今回 8 月の定期健康診断

では 7.76 ng/g-血液と、自主管理目標値を下回る結果となった。 

当該超過者への対処については、2022 年 6 月に作業安全衛生部会の学識者委員へ就業開始

以降の健康診断結果等の関連情報を報告し、以下のような助言を頂いている。 

「血液中 PCB濃度については、基準値 25ng/g-血液自体が 2倍の安全率を見込んでおり、基

準値より低い濃度のため健康影響の懸念はない。健康診断結果の他の数値に問題はなく、特定

は難しいが増加原因は体重の激減との関係も仮説として考えられる。」との見解を頂いた。 

食生活の嗜好や職場における暴露経路の有無等をモニタリングしながら、引き続き経過観察

することが望ましい旨の指導もあったことから、今後も作業制限により PCB曝露のない作業へ

の従事を厳守した上で、上記指導を踏まえて経過観察を継続し、作業安全衛生部会(2023 年    

1月 19日開催)へ経過を報告した。 

その後、2023 年 2 月の測定で若干の上昇傾向が見られたことから、同 9 月に再度上記の作

業安全衛生部会学識者委員へ報告を行った。 

その中では、従来通り低い濃度域であり、かつ健康状態にも問題がないことから、現担務の

継続を前提に、引き続き経過観察を行うことが望ましい旨の見解をいただいた。本件について

も経過報告とあわせ、作業安全衛生部会(2023年 12月 12日開催)へ報告した。 

 

７．ヒヤリハット活動（ＨＨK）の状況と対応 

１）ヒヤリハット活動（ＨＨK）の状況 

2023年度のヒヤリハット活動の状況を表 20、図 8に、改善提案の状況を表 21に示す。2023

年度も 2022年度に引き続き、ヒヤリハット活動及び改善提案が多く出され、活性化が継続し

ている。 

作業員個々の危険予知の感性向上のため、積極的なヒヤリハット報告の呼びかけを継続して

実施している。また、2018年度からは、体験ヒヤリに近い想定ヒヤリは、所内で水平展開の検

討対象として、できる限り報告するよう指導してきている。 

ヒヤリハットは毎月運転会社より報告され、2023年度 2月末現在で累積 8,933件の報告書が

提出されている。2023年度は 2月までに 526件(体験ヒヤリ 9件及び想定ヒヤリ 517件)が報告

されている。 

ヒヤリハットのリスクレベルについては、2020年以降は漸次的な減少傾向が確認できる。こ

の要因は、ヒヤリハットに基づく職場の改善活動の成果とあわせ、処理対象物の減少に伴う作

業量の減が挙げられる。 

今後東京事業所においても処理対象物の一層の減少が予想されるものの、活発な本活動を継

続していくことにより、事故の未然防止等、安全最優先を念頭に置いた作業を進めていく。 
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２）ヒヤリハット報告に対する対応 

ヒヤリハット等の報告に対して運転会社より改善提案書が提出され、これに対して JESCOで

は、安全性の改善の程度を中心に効率性やコストダウン等についても検討・協議し、リスクレ

ベルについて分類した上で重要なものには効果的な対策を決定し対応している。 

2023年度に報告されたヒヤリハットに対し、実施された改善対策の主なものを表 22にまと

めた。 

これらヒヤリハット、その内容及び改善対策については、安全衛生委員会における報告や月

例での訓示などでの周知、日常の職場内ミーティングの中で作業員への共有を図ることで、同

種のトラブル発生の抑制への題材として有効に活用している。またリスクレベルⅢ(問題あり)

以上の場合には、運転会社と JESCOで構成する安全衛生協議会の中で、内容を確認し必要な対

策を講じている。 

また、安全パトロール等で指摘された作業環境や不安全行動等の問題についても、対策を講

じて安全性の向上を図っている。 

表 20 ヒヤリハットの報告件数 

図８ ヒヤリハットのリスクレベル割合推移 
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＊2023 年度は 2 月末までの実績を示す。 

表 21 改善提案の件数 
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８．教育・訓練等の実施状況  

１）安全教育・訓練の実施状況 

2023年度 1月までに実施した安全教育・訓練は 57件で、延べ 2,165名が受講した。 

所内教育訓練の様子の一部を図 9に示す。 

表 22 主なヒヤリハットに対する改善対策 

 

図９ 所内教育訓練の様子 

産業医衛生講話「糖尿病」（12/12） 夜間休日緊急時対応訓練（1/12） 
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２）総合防災訓練等の実施 

2023年度の総合防災訓練の状況について、訓練の様子の一部を図 10に示す。 

毎年、深川消防署と連携、東京都、江東区ご視察の下で実施しており、今年度は 11月 22

日に実施した。 

地震発生、これに伴う漏洩、火災を想定し、その後の避難、自衛防災体制構築による初期

消火、深川消防署への消火活動支援について、実地訓練を行った。 

 

 

 

 

 

 

緊急時通報訓練は、夜間・休祭日の運転会社体制時(JESCO不在)における緊急事態発生を

想定した、JESCO社員及び運転会社上長への情報連絡を目的としたものである。 

年間 3回計画し、本年度は 2023年 4月 17日、9月 20日、12月 13日に実施した。 

夜間休日防災訓練は、JESCO不在時の交代勤務者対象の防災訓練で、交代直 4直に対し、

各 1回、計 4回(2024年 1月 12日、1月 26日、2月 20日、3月 5日)実施した。 

JESCOと運転会社で訓練状況を確認し、訓練終了後に意見交換を行うことで、参加者の気

付き等を以降の訓練に反映し、対応力強化に努めた。 

  

９．施設見学の状況 

施設見学の経年状況を表 23に示す。 

新型コロナウイルス感染防止対策のため、2020年 3月より見学者の受け入れ停止を継続してい

たが、2021年 9月 30日に緊急事態宣言が解除されたことを契機に、同年 10月 4日に受入れを再

開している。 

2023 年度は 2 月末までに 5 件 82 名の見学者を受け入れており、感染防止対策マニュアルに従

ってご案内した。 

現状の見学が困難な状況への対応として、見学者用のビデオ動画を 2021年 8月より JESCOホー

ムページ上で公開して設備や処理の状況を視聴できるようにし、より多くの方々に理解を頂くよ

う努めている。 

 

 

 

 

 

図 10 総合防災訓練の様子 

表 23 施設見学件数・見学者数 
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１０．設備保全の 2023 年度実施状況と 2024年度予定 

「本格解体撤去工事完了までの施設の維持保全計画」に基づく、主な設備保全の 2023年度の実施

状況及び 2024年度の予定は、以下の通りである。 

 

１）2023年度の実績 

○主要処理設備(水熱分解設備、洗浄設備、及び加熱設備等)や換気空調設備およびユーティリ

ティ設備、モニタリング装置等は、従来通りの保全対応とした。 

○水熱設備では、通常実施している反応器管台、熱交換器出口連絡管、及び、蒸気漏洩トラブ

ル以降に追加した箇所の腐食・減肉点検を継続して実施し、問題ないことを確認した。 

○加熱設備については加熱設備では、今後のコンデンサーの処理が大きく減少することから、

毎年実施していた機器内部清掃の間隔を約 10,000時間とし、2024年 1、2月で実施し問題な

いことを確認した。次回の機器内部清掃は、設備稼働を停止するまでの期間内で設備状況を

確認して実施を判断する。。 

○洗浄設備では、洗浄液漏洩トラブルに対応し、今後も継続使用する洗浄設備８台の液面計を

2024年 2月中に更新済み。 

 

２）2024年度の予定 

○主要処理設備(水熱分解設備、洗浄設備、及び加熱設備等)や 換気空調設備およびユーティ

リティ設備、モニタリング装置等)は従来通りの保全対応とする。 

○水熱設備では、通常実施している反応器管台、熱交換器出口連絡管、及び、蒸気漏洩トラブ

ル以降に追加した箇所の腐食・減肉点検を継続して健全性を確認する。 

○ダイオキシン対策管理の一貫として、2019年より毎年度、用役系/液処理系の排水活性炭ろ

過器等の活性炭交換、排水貯槽等の清掃を実施しており、これを継続する。 

○特高受変電設備の機器を構成する電装部材の更新を、2023年度に続き 2024年度分を実施す

る(2025年度で完了予定)。 

○洗浄設備について、防油堤(オイルパン)のシール部の点検を実施する。 

 


